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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第51期中間連結会計期間、第52期中間連結会計期間及び第51期連結会計年度の潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第51期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 163,154 158,329 144,628 326,219 310,654

経常利益 (百万円) 5,266 5,529 5,525 10,677 10,356

中間(当期)純利益 (百万円) 3,269 3,493 3,252 6,591 6,366

純資産額 (百万円) 113,984 119,186 120,186 117,392 120,367

総資産額 (百万円) 182,008 186,336 180,256 183,156 183,254

１株当たり純資産額 (円) 3,125.00 3,264.28 3,337.68 3,216.17 3,296.41

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 89.64 95.78 89.43 178.38 174.54

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 89.63 ― ― 178.38 ―

自己資本比率 (％) 62.6 63.9 66.6 64.1 65.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,925 △1,296 6,340 12,792 8,241

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △513 610 △398 △1,003 745

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △124 △1,065 △3,637 △1,655 △4,350

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 35,190 34,464 43,127 36,167 40,880

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
1,196
〔106〕

1,169
〔95〕

1,157
〔114〕

1,174
〔93〕

1,145
〔107〕



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第51期中間会計期間、第52期中間会計期間及び第51期事業年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第51期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

  

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 118,997 118,229 106,338 236,297 232,037

経常利益 (百万円) 4,292 5,287 4,841 8,438 8,812

中間(当期)純利益 (百万円) 2,505 3,484 2,842 4,856 5,324

資本金 (百万円) 17,690 17,690 17,690 17,690 17,690

発行済株式総数 (千株) 36,500 36,500 36,500 36,500 36,500

純資産額 (百万円) 107,263 110,978 110,535 109,414 111,032

総資産額 (百万円) 157,851 163,282 156,987 160,498 162,339

１株当たり純資産額 (円) 2,940.74 3,042.75 3,073.15 2,997.44 3,044.28

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 68.69 95.53 78.13 130.80 145.98

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 68.68 ― ― 130.80 ―

１株当たり配当額 (円) 30 40 40 70 80

自己資本比率 (％) 68.0 68.0 70.4 68.2 68.4

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
812
〔71〕

796
〔64〕

778
〔60〕

791
〔68〕

772
〔60〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

   当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体事業 578〔 26〕

電子部品事業 224〔 12〕

電子機器事業 43〔  1〕

生産事業 239〔 74〕

全社(共通) 73〔 1〕

合計 1,157〔114〕

従業員数(名) 778〔60〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

①全体の概況 

当中間連結会計期間におけるマクロの経済情勢は、これまで牽引役を果たしてきた米国経済が住宅

市場の調整等により減速感が強まり、日本経済も個人消費の鈍化により調整局面が続いたものの、好

調なユーロ経済や中国経済に下支えされ、全体として緩やかに拡大いたしました。また、我々が従事

しておりますエレクトロニクス業界は、ＩＴ関連を中心に在庫調整が進み、回復の兆しが見られまし

た。 

 しかしながら、期後半には米国サブプライムローン問題に端を発した金融市場の不安定化、及び原

油価格の高騰等により、先行き不透明感が強まりました。 

  このような情勢下で、当社企業グループは、更なる成長を果たす為に、第７次中期経営計画の「成

長戦略」に取り組むと共に、「収益体質の改善」に取り組んでまいりましたが、当中間連結会計期間

の売上高はメモリ及びシステムＬＳＩ等の売上減少の影響により1,446億28百万円（前年同期比8.7%

減）、営業利益は51億72百万円（前年同期比3.1%減）、経常利益は55億25百万円（前年同期比0.1%

減）、中間純利益は32億52百万円（前年同期比6.9%減）と減収減益の結果となりました。  

  

②事業の種類別セグメントの業績概況 

イ．半導体事業 

当社企業グループでは、メモリ、システムＬＳＩ、個別半導体の販売並びにシステムＬＳＩの開

発を行っております。 

 当中間連結会計期間は、携帯電話用及びサーバー用メモリ、カーオーディオ用システムＬＳＩ等

の売上が減少し、売上高は751億42百万円（前年同期比16.2%減）、営業利益は36億74百万円（前年

同期比7.0%減）となりました。  

ロ．電子部品事業 

当社企業グループでは、表示デバイス、電源、機構部品を販売しております。 

 当中間連結会計期間は、ＰＮＤ（パーソナル・ナビゲーション・デバイス）用及びデジタルスチ

ルカメラ用液晶ディスプレイ等の売上が増加し、売上高は540億23百万円（前年同期比9.1％増）と

なったものの、営業利益は22億18百万円（前年同期比5.1%減）となりました。  

ハ．電子機器事業 

当社企業グループでは、システム機器、設備機器を販売しております。 

 当中間連結会計期間は、レーザー装置及びＯＡ機器用システム機器等の売上が減少し、売上高は

113億１百万円（前年同期比25.8%減）、営業利益は３億66百万円（前年同期比27.3%減）となりま

した。  

ニ．生産事業 

当社企業グループでは、ヒートシンク（半導体素子用放熱器）を生産し、販売しております。 

 当中間連結会計期間は、薄型ＴＶ用ヒートシンク等の売上が増加し、売上高は41億60百万円（前

年同期比7.4%増）、営業利益は３億11百万円（前年同期比9.9%増）となりました。  



③所在地別セグメントの業績概況 

イ．日本 

当中間連結会計期間は、携帯電話用及びサーバー用メモリ、カメラモジュール用ＡＳＩＣ等の売

上が減少し、売上高は1,063億38百万円（前年同期比10.1%減）、営業利益は35億41百万円（前年同

期比13.1%減）となりました。 

ロ．アジア 

当中間連結会計期間は、ＰＮＤ（パーソナル・ナビゲーション・デバイス）用及びデジタルスチ

ルカメラ用液晶ディスプレイ等の売上が増加し、売上高は468億32百万円（前年同期比2.1%増）、

営業利益は12億56百万円（前年同期比33.7%増）となりました。 

  

なお、上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて22億46百万円増加

し、当中間連結会計期間末では431億27百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、63億40百万円の資金の増加となりました。これは、税金等調

整前中間純利益が54億91百万円であったことに加え、売上債権が42億69百万円減少した一方、法人税等

の支払額が25億72百万円あったこと等によるものであり、前中間連結会計期間に比べ76億36百万円増加

しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、３億98百万円の資金の減少となりました。これは、有形固定

資産の取得による支出及び投資有価証券の取得による支出がそれぞれ２億92百万円、１億99百万円あっ

たこと等によるものであり、前中間連結会計期間に比べ10億８百万円減少しました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、36億37百万円の資金の減少となりました。これは、主に自己

株式の買取り14億67百万円及び配当金の支払い14億58百万円があったことによるものであり、前中間連

結会計期間に比べ25億71百万円減少しました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントで示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、売価換算値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な販売先については、総販売高の100分の10未満のため記載しておりません。 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

生産事業 3,509 ＋7.4

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 76,369 △19.9 21,050 △18.0

電子部品事業 54,614 ＋0.7 13,853 △16.6

電子機器事業 12,450 △12.9 3,691 △5.0

生産事業 4,172 ＋19.5 1,148 ＋24.4

合計 147,606 △11.8 39,743 △15.6

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 66,848 △18.2

電子部品事業 50,007 ＋11.4

電子機器事業 10,575 △25.6

生産事業 218 ＋18.6

合計 127,649 △9.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 75,142 △16.2

電子部品事業 54,023 ＋9.1

電子機器事業 11,301 △25.8

生産事業 4,160 ＋7.4

合計 144,628 △8.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社企業グループは、技術商社として、長年蓄積した技術ノウハウをベースに、技術イノベーショ

ンへの追従を図るため研究開発活動を推進いたしております。 

 当中間連結会計期間の主な研究開発としては、半導体事業において、デジタルＴＶ、ＰＭＰ（パー

ソナル・メディア・プレイヤー）などのデジタルＡＶ関連のシステムソリューションの開発、特にデ

ジタルＴＶでは液晶やＰＤＰパネルの特性を最大限に引出し高画質化する画像処理技術の確立、携帯

電話やＤＳＣではカメラで撮影した画像の画質を補正する技術などの確立に取り組んでまいりまし

た。さらには次世代の車輌内高速通信技術であるＦｌｅｘＲａｙ規格に基づいた各種ソフトウェアの

開発やワイヤレスＵＳＢ、Ｚｉｇｂｅｅを始めとした無線ＬＡＮ技術の確立などにも取り組んでまい

りました。 

 なお、当中間連結会計期間に支出した研究開発費は、２億84百万円であります。また、記載金額に

は、消費税等は含まれておりません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会

計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 155,673,598

計 155,673,598

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,500,000 36,500,000
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 36,500,000 36,500,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 36,500,000 ― 17,690 ― 19,114



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託  

口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社(住友信託銀行再信託分・ＮＥＣエレクトロニクス株式会社退職給付信託口)の所有株式は、信託業務

に係る株式であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 2,718 7.45

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 2,344 6.42

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,217 3.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(住友信託銀行再信託分・ＮＥＣエ
レクトロニクス株式会社退職給付信託
口)

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,204 3.30

ザ シルチェスター インターナショナ
ル インベスターズ インターナショナ
ル バリュー エクイティー トラスト
（常任代理人 香港上海銀行東京支店カ
ストディ業務部）

Ｃ/Ｏ ＳＩＬＣＨＥＳＴＥＲ ＩＮＴＥ
ＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＩＮＶＥＳＴＯＲ
Ｓ ＩＮＣ.，７８０ ＴＨＩＲＤ ＡＶ
ＥＮＵＥ，４２ＮＤ ＦＬＯＯＲ，ＮＥ
Ｗ ＹＯＲＫ, ＮＥＷ ＹＯＲＫ １０
０１７，ＵＳＡ 
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

1,149 3.15

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,049 2.88

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 949 2.60

ノーザン トラスト カンパニー（エイ
ブイエフシー）サブ アカウント アメ
リカン クライアント 
（常任代理人 香港上海銀行東京支店カ
ストディ業務部）

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮ
ＡＲＹ ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ
１４ ５ＮＴ, ＵＫ      
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

898 2.46

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内

869 2.38

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８－２４ 861 2.36

計 ― 13,263 36.34



    ２ モルガン・スタンレー証券株式会社及びその関連会社から平成18年７月10日付で大量保有報告書の変更報告

書の提出があり、平成18年６月30日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。 

 
  

      ３ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びその関連会社から平成18年８月15日付で大量保有報告書

の変更報告書の提出があり、平成18年７月31日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外は中間期末時点における実質所有株式数の確認

ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 
  

４ 住友信託銀行株式会社から平成19年３月23日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成19年３月

15日現在、2,499千株（株式所有割合6.85%）の当社株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社

として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 

  

５ マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから平成19年８月21日付で大量保有報告書の変更報告書

の提出があり、平成19年８月15日現在、1,869千株（株式所有割合5.12%）の当社株式を保有している旨の報

告を受けておりますが、当社として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。 

  

６ シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッドから平成19年10月３日付で大量保有報

告書の変更報告書の提出があり、平成19年９月27日現在、2,966千株（株式所有割合8.13%）の当社株式を保

有している旨の報告を受けておりますが、当社として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができま

せんので、大株主の状況には含めておりません。 

  

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

モルガン・スタンレー証券株式会社 40 0.11

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコ
ーポレーテッド

30 0.08

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インタ
ーナショナル・リミテッド

49 0.13

モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメ
ント・リミテッド

763 2.09

モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信
株式会社

699 1.92

モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメ
ント・インク

496 1.36

計 2,080 5.70

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 949 2.60

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 585 1.60

三菱ＵＦＪ証券株式会社 10 0.03

三菱ＵＦＪ投信株式会社 447 1.22

計 1,992 5.46



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式54株が含まれております。 

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

531,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,926,000
359,260 ―

単元未満株式
普通株式

42,100
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 36,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 359,260 ―

 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社リョーサン

東京都千代田区 
東神田２丁目３番５号

531,900 ― 531,900 1.46

計 ― 531,900 ― 531,900 1.46

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 3,050 3,020 3,080 3,050 3,060 3,070

最低(円) 2,975 2,930 2,910 2,900 2,645 2,650



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(１) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(２) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

の中間財務諸表について、並びに金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 18,549 27,237 25,003

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※５ 106,165 94,123 98,674

 ３ 有価証券 15,993 15,993 15,990

 ４ 棚卸資産 18,793 16,773 16,968

 ５ 未収入金 1,002 891 890

 ６ 繰延税金資産 596 538 572

 ７ その他 338 324 458

 ８ 貸倒引当金 △219 △213 △228

   流動資産合計 161,220 86.5 155,668 86.4 158,329 86.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び 
    構築物

※１ 5,716 5,538 5,656

  (2) 土地 8,204 8,209 8,209

  (3) その他 ※１ 1,136 984 967

    有形固定 
    資産合計

15,058 8.1 14,732 8.2 14,832 8.1

 ２ 無形固定資産 1,038 0.6 840 0.4 926 0.5

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価 
    証券

※２ 6,881 5,311 5,854

  (2) 繰延税金 
    資産

875 1,733 1,471

  (3) その他 1,667 3,346 3,242

  (4) 貸倒引当金 △301 △1,298 △1,323

  (5) 投資損失 
    引当金

△103 △76 △78

    投資その他 
    の資産合計

9,019 4.8 9,015 5.0 9,166 5.0

   固定資産合計 25,116 13.5 24,588 13.6 24,925 13.6

   資産合計 186,336 100.0 180,256 100.0 183,254 100.0

 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※
2,5

52,941 49,069 50,454

 ２ 短期借入金 6,566 4,048 4,779

 ３ 未払費用 1,270 1,284 1,207

 ４ 未払法人税等 2,748 2,223 2,615

 ５ 役員賞与引当
金

40 50 ―

 ６ その他 1,155 888 1,347

   流動負債合計 64,723 34.7 57,564 31.9 60,404 33.0

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付 
   引当金

1,964 2,088 2,020

 ２ その他 462 417 462

   固定負債合計 2,427 1.3 2,506 1.4 2,482 1.3

   負債合計 67,150 36.0 60,070 33.3 62,886 34.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 17,690 9.5 17,690 9.8 17,690 9.7

 ２ 資本剰余金 19,122 10.3 19,122 10.6 19,122 10.4

 ３ 利益剰余金 80,202 43.0 83,410 46.3 81,616 44.5

 ４ 自己株式 △55 △0.0 △1,524 △0.8 △57 △0.0

   株主資本合計 116,960 62.8 118,698 65.9 118,372 64.6

Ⅱ 評価・換算 
  差額等

 １ その他有価証 
   券評価差額金

2,035 1.1 1,299 0.7 1,711 0.9

 ２ 繰延ヘッジ 
   損益

4 0.0 0 0.0 0 0.0

 ３ 為替換算調整 
   勘定

58 0.0 51 0.0 144 0.1

   評価・換算 
   差額等合計

2,097 1.1 1,350 0.7 1,856 1.0

Ⅲ 少数株主持分 127 0.1 136 0.1 139 0.1

   純資産合計 119,186 64.0 120,186 66.7 120,367 65.7

   負債純資産 
   合計

186,336 100.0 180,256 100.0 183,254 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 158,329 100.0 144,628 100.0 310,654 100.0

Ⅱ 売上原価 144,887 91.5 132,136 91.4 283,702 91.3

  売上総利益 13,441 8.5 12,492 8.6 26,951 8.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 荷造運搬費 397 386 853

 ２ 貸倒引当金繰 
   入額

222 ― 1,407

 ３ 役員報酬 219 239 559

 ４ 給料手当 1,779 1,855 3,534

 ５ 賞与 641 714 1,254

 ６ 退職給付費用 299 225 539

 ７ 役員賞与引当 
   金繰入額

40 50 ―

 ８ 福利厚生費 373 407 769

 ９ 減価償却費 392 328 840

 10 その他 3,734 8,101 5.1 3,112 7,320 5.0 7,126 16,886 5.5

   営業利益 5,340 3.4 5,172 3.6 10,064 3.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 69 123 164

 ２ 受取配当金 63 49 82

 ３ 仕入割引 31 ― ―

 ４ 経営指導料 35 79 76

 ５ 為替差益 12 ― ―

 ６ 保険料解約 
   返戻金

― 114 ―

 ７ 雑収入 177 390 0.2 237 604 0.4 419 741 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 181 138 344

 ２ 為替差損 ― 49 42

 ３ 雑損失 19 201 0.1 63 251 0.2 62 449 0.1

   経常利益 5,529 3.5 5,525 3.8 10,356 3.3



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １  固定資産売却 
      益

※１ 0 1 1

 ２  投資有価証券 
    売却益

567 ― 1,192

  ３  貸倒引当金戻 
      入益

― 34 ―

  ４  投資損失引当 
      金戻入益

― 1 ―

  ５  ゴルフ会員権 
      売却益

27 ― 28

  ６ ゴルフ会員権 
      返還益

15 610 0.4 ― 37 0.0 15 1,236 0.4

Ⅶ 特別損失

  １ 固定資産除却 
      及び売却損

※２ 13 22 60

  ２ 投資有価証券 
      評価損

― 47 ―

  ３ 投資損失引当 
      金繰入額

20 ― 33

  ４ ゴルフ会員権 
      評価損

2 ― 2

  ５ 厚生年金基金 
      脱退一時金

― 36 0.0 ― 70 0.0 863 959 0.3

      税金等調整前 
    中間(当期) 
      純利益

6,103 3.9 5,491 3.8 10,634 3.4

      法人税、 
      住民税及び 
      事業税

2,671 2,184 4,675

      法人税等 
      調整額

△58 2,613 1.7 56 2,240 1.6 △407 4,268 1.4

      少数株主利益 
      (△:損失)

△3 △0.0 △1 △0.0 0 0.0

   中間(当期) 
   純利益

3,493 2.2 3,252 2.2 6,366 2.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,690 19,122 78,253 △52 115,014

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85 △85

 中間純利益 3,493 3,493

 自己株式の取得 △3 △3

 自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 1,949 △3 1,946

平成18年９月30日残高(百万円) 17,690 19,122 80,202 △55 116,960

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,409 ― △30 2,378 131 117,524

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85

 中間純利益 3,493

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

△373 4 89 △280 △4 △284

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△373 4 89 △280 △4 1,661

平成18年９月30日残高(百万円) 2,035 4 58 2,097 127 119,186



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 17,690 19,122 81,616 △57 118,372

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,458 △1,458

 中間純利益 3,252 3,252

 自己株式の取得 △1,467 △1,467

 自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 1,793 △1,467 326

平成19年９月30日残高(百万円) 17,690 19,122 83,410 △1,524 118,698

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,711 0 144 1,856 139 120,367

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,458

 中間純利益 3,252

 自己株式の取得 △1,467

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

△411 0 △93 △505 △2 △508

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△411 0 △93 △505 △2 △181

平成19年９月30日残高(百万円) 1,299 0 51 1,350 136 120,186



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,690 19,122 78,253 △52 115,014

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458 △1,458

 剰余金の配当 △1,458 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85 △85

 当期純利益 6,366 6,366

 自己株式の取得 △5 △5

 自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 3,362 △5 3,357

平成19年３月31日残高(百万円) 17,690 19,122 81,616 △57 118,372

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,409 ― △30 2,378 131 117,524

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458

 剰余金の配当 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85

 当期純利益 6,366

 自己株式の取得 △5

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

△697 0 175 △522 7 △514

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△697 0 175 △522 7 2,843

平成19年３月31日残高(百万円) 1,711 0 144 1,856 139 120,367



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

6,103 5,491 10,634

 ２ 減価償却費 454 404 968

 ３ 退職給付引当金の増減額 
   (減少：△)

94 68 150

 ４ 役員退職慰労引当金の 
   増減額(減少：△)

△438 ― △438

 ５ 貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

168 △34 1,203

 ６ 受取利息及び受取配当金 △133 △173 △246

 ７ 支払利息 181 138 344

 ８ 有形固定資産売却益 △0 △1 △1

 ９ 有形固定資産除却及び 
   売却損

13 22 60

 10 投資有価証券売却益 △567 ― △1,192

 11 投資有価証券評価損 ― 47 ―

 12 厚生年金基金脱退一時金 ― ― 863

 13 売上債権の増減額 
   (増加：△)

△6,394 4,269 1,309

 14 棚卸資産の増減額 
   (増加：△)

174 189 2,043

 15 仕入債務の増減額 
   (減少：△)

1,508 △1,260 △1,158

 16 取締役賞与の支払額 △85 ― △85

 17 その他 △165 △286 △843

小計 915 8,877 13,613

 18 利息及び配当金の 
      受取額

142 174 251

 19 利息の支払額 △180 △138 △343

 20 厚生年金基金脱退一時金 
   の支払額

― ― △851

 21 法人税等の支払額 △2,173 △2,572 △4,428

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,296 6,340 8,241



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の純増減額 
   (増加：△)

18 9 △507

 ２ 有価証券の償還による 
   収入

700 ― 700

 ３ 有形固定資産の取得に 
   よる支出

△448 △292 △694

 ４ 有形固定資産の売却に 
   よる収入

1 6 6

 ５ 無形固定資産の取得に 
   よる支出

△11 △3 △12

 ６ 投資有価証券の取得に 
   よる支出

△775 △199 △833

 ７ 投資有価証券の売却に 
   よる収入

1,068 ― 2,194

 ８ 貸付けによる支出 ― ― △497

 ９ 貸付金の回収による 
      収入

0 82 392

 10 その他 56 ― △1

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

610 △398 745

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 
   (減少：△)

397 △711 △1,426

 ２ 自己株式の取得による 
   支出

△3 △1,467 △5

 ３ 自己株式の処分による 
   収入

0 0 0

 ４ 配当金の支払額 △1,458 △1,458 △2,917

 ５ 少数株主への配当金の 
   支払額

△1 ― △1

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,065 △3,637 △4,350

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
    係る換算差額

48 △58 76

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△)

△1,703 2,246 4,713

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

36,167 40,880 36,167

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

34,464 43,127 40,880



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する

事項

(1) 連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称

HONG KONG RYOSAN 

LIMITED、

SINGAPORE RYOSAN 

PRIVATE LIMITED、 

RYOTAI 

CORPORATION、

RYOSAN IPC 

(MALAYSIA) 

SDN.BHD.、

KOREA RYOSAN 

CORPORATION、

ZHONG LING 

INTERNATIONAL 

TRADING (SHANGHAI) 

CO.,LTD.、

RYOSAN ENGINEERING

(M) SDN.BHD.、

RYOSAN ENGINEERING 

(THAILAND) 

CO.,LTD.

(1) 連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称

    同左

(1) 連結子会社の数 ８社

主要な連結子会社の

名称

「第１ 企業の概況 

４ 関係会社の状況」

に記載しているため

省略しております。

(2) 主要な非連結子会社

名

(2) 主要な非連結子会社

名

(2) 主要な非連結子会社

名

株式会社イーシーリ

ョーサン 

株式会社ウィル・ビ

ジネスサービス

  同左   同左

連結の範囲から除い

た理由

非連結子会社９社

は、いずれも小規模

会社であり、合計の

総資産、売上高、中

間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていな

いためであります。

連結の範囲から除い

た理由 

  同左

連結の範囲から除い

た理由 

非連結子会社９社

は、いずれも小規模

会社であり、合計の

総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響

を及ぼしていないた

めであります。



 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関す

る事項

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称

株式会社イーシーリョ

ーサン 

株式会社ウィル・ビジ

ネスサービス

   同左    同左

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法

の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。

持分法を適用しない理由

同左

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法

の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が

ないため、持分法の適

用から除外しておりま

す。

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項

連結子会社のうち、 

ZHONG LING  

INTERNATIONAL TRADING  

(SHANGHAI)CO., LTD.及び 

RYOSAN ENGINEERING  

(THAILAND)CO.,LTD. 

の中間決算日は６月30日

であります。 

中間連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の

中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に

生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整

を行っております。

同左 連結子会社のうち、 

ZHONG LING  

INTERNATIONAL TRADING  

(SHANGHAI)CO.,LTD.及び  

RYOSAN ENGINEERING 

(THAILAND)CO.,LTD. 

の決算日は12月31日であ

ります。 

連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関す

る事項

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法

① 有価証券

イ 満期保有目的の債

券

償却原価法

(定額法)

ロ 子会社株式及び関

連会社株式

移動平均法によ

る原価法 

ハ その他有価証券

 (イ)時価のあるもの

中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部純資産直入法

により処理し、

売却原価は移動

平均法により算

定)

① 有価証券

イ 満期保有目的の債

券

同左

ロ 子会社株式及び関

連会社株式

同左

ハ その他有価証券

 (イ)時価のあるもの

同左

① 有価証券

イ 満期保有目的の債

券

同左

ロ 子会社株式及び関

連会社株式

同左

ハ その他有価証券

 (イ)時価のあるもの

連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部純資

産直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定)

 (ロ)時価のないもの

移動平均法によ

る原価法 

 

(ロ)時価のないもの

同左

 (ロ)時価のないもの

同左

② 棚卸資産

移動平均法による低価

法 

 

② 棚卸資産

同左

② 棚卸資産

同左

③ デリバティブ

(為替予約)

時価法

③ デリバティブ

(為替予約)

同左

③ デリバティブ

(為替予約)

同左



   
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

主として定率法によ

っております。

ただし、当社につい

ては、平成10年４月

１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については定額法

によっております。

主な耐用年数は、建

物及び構築物は３年

から50年、その他は

２年から15年であり

ます。

① 有形固定資産

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改

正((所得税法等の一部

を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施

行令の一部を改正する

政令 平成19年３月30

日 政令第83号))に伴

い、当中間連結会計期

間から、平成19年４月

１日以降に取得したも

のについては、改正後

の法人税法に基づく方

法に変更しておりま

す。この変更に伴う損

益に与える影響は軽微

であります。 

 

（追加情報） 

当社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した

ものについては、償却

可能限度額まで償却が

終了した翌連結会計年

度から５年間で均等償

却する方法によってお

ります。この変更に伴

う損益に与える影響は

軽微であります。 

 

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

定額法によっており

ます。

なお、のれんは５年

で償却しておりま

す。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 重要な引当金の計

上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を勘

案し回収不能見込額

を計上しておりま

す。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 投資損失引当金

関係会社に対する投

資による損失に備え

るため、関係会社の

財政状態を勘案し、

その必要額を計上し

ております。

② 投資損失引当金

同左

② 投資損失引当金

同左

③ 役員賞与引当金

取締役賞与の支出に

備えて、当連結会計

年度末における支給

見込額の当中間連結

会計期間負担額を計

上しております。 

(会計方針の変更) 

当中間連結会計期間

より「役員賞与に関

する会計基準」（企

業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を

適用しております。

これにより営業利

益、経常利益及び税

金等調整前中間純利

益は、それぞれ40百

万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情

報に与える影響は、

当該箇所に記載して

おります。

③ 役員賞与引当金

取締役賞与の支出に

備えて、当連結会計

年度末における支給

見込額の当中間連結

会計期間負担額を計

上しております。

③    ────



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④ 退職給付引当金  

従業員に対する退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

及び年金資産の見込

額に基づき、当中間

連結会計期間末にお

いて発生していると

認められる額を計上

しております。 

数 理 計 算 上 の 差 異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の年数(10

年)による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処

理しております。ま

た、過 去 勤 務 債 務

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(10年)による定額

法により、按分した

額をそれぞれ発生し

た連結会計年度から

費用処理しておりま

す。 

 

④ 退職給付引当金 

    同左

④ 退職給付引当金  

従業員に対する退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

及び年金資産の見込

額に基づき計上して

おります。 

数 理 計 算 上 の 差 異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の年数(10

年)による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処

理しております。ま

た、過 去 勤 務 債 務

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(10年)による定額

法により、按分した

額をそれぞれ発生し

た連結会計年度から

費用処理しておりま

す。

⑤ 役員退職慰労引当金  

当社は、従来、役員

に対する退職慰労金

の 支 給 に 充 て る た

め、内規に基づく中

間期末要支給額を計

上してきましたが、

平成18年６月に役員

退職慰労金制度を廃

止し、廃止時の要支

給額を取締役の退任

時に支給することと

いたしました。これ

により当中間連結会

計期間におきまして

は、「役員退職慰労

引当金」409百万円を

取崩し、固定負債の

「その他」に計上し

ております。

⑤    ─── ⑤ 役員退職慰労引当金  

当社は、従来、役員

に対する退職慰労金

の 支 給 に 充 て る た

め、内規に基づく連

結会計年度末要支給

額を計上してきまし

たが、平成18年６月

に役員退職慰労金制

度を廃止し、廃止時

の要支給額を取締役

の退任時に支給する

こ と と い た し ま し

た。これにより当連

結会計年度におきま

しては、「役員退職

慰労引当金」409百万

円を取崩し、固定負

債の「その他」に計

上しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資

産又は負債の本邦

通貨への換算の基

準

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資産

及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算

差額のうち、当社持分は

純資産の部における為替

換算調整勘定に含めてお

ります。 

(会計方針の変更) 

在外連結子会社の収益及

び費用については、従来

中間連結決算日の直物為

替相場により換算してお

りましたが、当中間連結

会計期間より期中平均相

場により換算する方法に

変更しております。この

変更は、在外子会社等の

重要性が増加したことに

伴い、連結会計年度を通

じて発生する収益及び費

用の各項目について、よ

り実状に即した換算をす

るために行ったものであ

ります。この変更に伴う

損益に与える影響は軽微

であります。 

なお、セグメント情報及

び海外売上高に与える影

響は、当該箇所に記載し

ております。

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資産

及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算

差額のうち、当社持分は

純資産の部における為替

換算調整勘定に含めてお

ります。

外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。なお、

在外子会社等の資産及び

負債は連結決算日の直物

為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に

換算し、換算差額のう

ち、当社持分は純資産の

部における為替換算調整

勘定に含めております。 

 

(会計方針の変更） 

在外連結子会社の収益及

び費用については、従来

連結決算日の直物為替相

場により換算しておりま

したが、当連結会計年度

より期中平均相場により

換算する方法に変更して

おります。この変更は、

在外子会社等の重要性が

増加したことに伴い、連

結会計年度を通じて発生

する収益及び費用の各項

目について、より実状に

即した換算をするために

行ったものであります。

この変更に伴う損益に与

える影響は軽微でありま

す。 

なお、セグメント情報及

び海外売上高に与える影

響は、当該箇所に記載し

ております。 

 

(5) 重要なリース取引

の処理方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

同左 同左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 重要なヘッジ会計

の方法

① ヘッジ会計の方法 

振当処理を行ってお

ります。

① ヘッジ会計の方法 

  同左

① ヘッジ会計の方法 
  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

イ ヘッジ手段 

  為替予約取引 

ロ ヘッジ対象  

外貨建債権・債

務及び外貨建予

定取引

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左

③ ヘッジ方針 

当 社 企 業 グ ル ー プ

は、外貨建取引に係

る将来の為替変動リ

スクをヘッジするた

め、主として当社の

「社 内 為 替 管 理 制

度」に基づき、原則

として、顧客からの

受注時又は仕入先へ

の発注時に、その取

引毎に決済日を基準

として個別に為替予

約取引を行うものと

しております。

③ ヘッジ方針 

  同左

③ ヘッジ方針 

  同左

④ ヘッジの有効性評価の

方法

④ ヘッジの有効性評価の

方法

④ ヘッジの有効性評価の
方法

ヘッジ方針により、

外 貨 建 て の 受 注 金

額、発注金額又は金

銭債権債務に同一通

貨建てによる同一金

額で同一期日の為替

予約を振り当てる方

法によっており、為

替予約締結後の外国

為替相場の変動によ

る対応関係が確保さ

れるようにしており

ます。

  同左   同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(7) その他中間連結財

務諸表（連結財務

諸表）作成のため

の基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、

流動負債の「その他」に

含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理 

    同左

消費税等の会計処理 

    同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の現金及び

現金同等物は、手許現

金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期

日が到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価格変動につ

いて僅少なリスクしか負

わない短期投資からなっ

ております。

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書上の現金及び現金

同等物は、手許現金、要

求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日が到

来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価格変動について僅

少なリスクしか負わない

短期投資からなっており

ます。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

（表示方法の変更） 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部に関する

会計基準等) 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。これまでの

「資本の部」の合計に相当する金額

は119,054百万円であります。な

お、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の「純資産の部」

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

───

      ─── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

───

(貸借対照表の純資産の部に関する

会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。従来の「資本の

部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

120,228百万円であります。なお、

当連結会計年度における連結財務諸

表の「純資産の部」については、連

結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成し

ております。 

 

(役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用して

おります。その結果、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は

それぞれ103百万円減少しておりま

す。なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しておりま

す。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

─── （中間連結損益計算書）

当中間連結会計期間から「仕入割引」（当中間連結会

計期間36百万円）は、営業外収益の100分の10以下とな

ったため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示して

おります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の

   減価償却累計額

7,949百万円
 

※１ 有形固定資産の

   減価償却累計額

8,163百万円
 

※１ 有形固定資産の

   減価償却累計額

7,995百万円

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券 300百万円

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(11,243百万円)の担保

に供しております。

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券 229百万円

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(9,424百万円)の担保

に供しております。 

 

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券 260百万円

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(9,246百万円)の担保

に供しております。

 

３ 偶発債務
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。

RYOSAN 
TECHNOLOGIES 
USA INC.

 94百万円
(800,000

   米ドル)

 

 
 

３ 偶発債務
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。

RYOSAN 
TECHNOLOGIES 
USA INC.

46百万円
(400,000

  米ドル)

DALIAN F.T.Z
RYOSAN 
INTERNATIONAL 
TRADING 
CO.,LTD.

12
(110,000

  米ドル)

    計 58

 

 
 

３ 偶発債務
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。
DALIAN F.T.Z 
RYOSAN 
INTERNATIONAL 
TRADING 
CO.,LTD.

35百万円
(300,000

   米ドル)

RYOSAN 
TECHNOLOGIES  
USA INC.

11
(100,000

   米ドル)

   計 47

  ４ 輸出手形割引高    0百万円   ４        ─── ４   ───

 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形等の会計処理

中間連結会計期間末日の満期

手形等の会計処理について

は、手形交換日及び振込実施

日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の中間連結

会計期間末日満期手形等が当

中間連結会計期間末日の残高

に含まれております。

受取手形 
及び売掛金

3,042百万円

買掛金 1,797 

 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形等の会計処理

中間連結会計期間末日の満期

手形等の会計処理について

は、手形交換日及び振込実施

日をもって決済処理しており

ます。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の中間連結

会計期間末日満期手形等が当

中間連結会計期間末日の残高

に含まれております。

受取手形
及び売掛金

2,480百万円

買掛金 2,004
 

※５ 連結会計年度末日満期手形等

の会計処理         

連結会計年度末日の満期手形

等の会計処理については、手

形交換日及び振込実施日をも

って決済処理しております。

なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形等が当連結会計年度末

日の残高に含まれておりま

す。

受取手形
及び売掛金

3,934百万円

買掛金 2,168 



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内訳

その他売却益  0百万円
 

※１ 固定資産売却益の内訳

その他売却益 1百万円
 

※１ 固定資産売却益の内訳

その他売却益 1百万円

 

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳
建物及び 
構築物除却損

 0百万円

その他除却損 13
  計 13

 

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳
建物及び
構築物売却損

1百万円

その他除却損 20
  計 22

 

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳
建物及び
構築物除却損

18百万円

その他除却及 
び売却損

 42

計  60



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

  
２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後

となるもの 

 
  

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末
株式数（千株）

発行済株式

  普通株式 36,500 ― ― 36,500 

  合計 36,500 ― ― 36,500 

自己株式

  普通株式 (注) 25 1 0 26

  合計 25 1 0 26

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 1,458 40 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 1,458 利益剰余金 40 平成18年９月30日 平成18年12月１日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加504千株は、取締役会決議による買取りに伴う増加503千株及び単元未満株

式の買取りによる増加１千株であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後

となるもの 

 
  

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末
株式数（千株）

発行済株式

  普通株式 36,500 ― ― 36,500 

  合計 36,500 ― ― 36,500 

自己株式

  普通株式 (注) 27 504 0 531

  合計 27 504 0 531

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月11日 
取締役会

普通株式 1,458 40 平成19年３月31日 平成19年６月７日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月８日 
取締役会

普通株式 1,438 利益剰余金 40 平成19年９月30日 平成19年12月４日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末 
株式数（千株）

発行済株式

  普通株式 36,500 ― ― 36,500 

  合計 36,500 ― ― 36,500 

自己株式

  普通株式 (注) 25 1 0 27

  合計 25 1 0 27

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

 平成18年６月23日 
 定時株主総会

普通株式 1,458 40 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 1,458 40 平成18年９月30日 平成18年12月１日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月11日 
取締役会

普通株式 1,458 利益剰余金 40 平成19年３月31日 平成19年６月７日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

18,549百万円

有価証券勘定 15,993
計 34,543

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金

△79

現金及び
現金同等物

34,464

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

27,237百万円

有価証券勘定 15,993
計 43,230

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△103

取得日から償還
日までの期間が
３ヶ月を超える
債券等

△0

現金及び
現金同等物

43,127
 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

25,003百万円

有価証券勘定 15,990
計 40,994

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△113

取得日から償還
日までの期間が
３ヶ月を超える
債券等

△0

現金及び
現金同等物

40,880



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)

(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)

(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 1,946 1,949

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,042 1,043

中間期末 

残高相当 

額

2 903 905

 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)

(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 1,920 1,924

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,246 1,248

中間期末 

残高相当 

額

1 674 675
 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)

(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)

(百万円)

 
合計 

 
(百万円)

取得価額 

相当額
3 2,030 2,034

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,197 1,199

期末残高 

相当額
1 832 834

 

② 未経過リース料

     中間期末残高相当額
１年内 310百万円
１年超 634
 合計 944

 

② 未経過リース料

     中間期末残高相当額
１年内 274百万円
１年超 428
 合計 703

 

② 未経過リース料

     期末残高相当額
１年内 316百万円
１年超 552
合計 869

 

③  支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額
支払リース料 211百万円
減価償却費 
相当額

192

支払利息相当額 12
 

③  支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額
支払リース料 175百万円
減価償却費
相当額

158

支払利息相当額 9
 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額
支払リース料 398百万円
減価償却費
相当額

361

支払利息相当額 24

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法

については、利息法に

よっております。

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 33百万円
１年超 24
合計 58

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 30百万円
１年超 25
合計 55

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 32百万円
１年超 19
合計 52



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) (平成18年９月30日)  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式について減損

処理することとしております。 

  

(当中間連結会計期間末) (平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 当中間連結会計期間において、有価証券について47百万円減損処理を行っております。 

なお、その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式につい

て減損処理することとしております。 

  

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

コマーシャル・ペーパー 15,993 15,993 0

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 2,126 5,559 3,433

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 189

債券 1,000

合計 1,189

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

コマーシャル・ペーパー 15,992 15,992 △0

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 1,883 4,077 2,194

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 140

債券 1,000

合計 1,140



(前連結会計年度末) (平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式について減損

処理することとしております。 

  

連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

コマーシャル・ペーパー 15,990 15,990 0

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 1,683 4,570 2,887

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 189

債券 1,000

合計 1,189



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末) (平成18年９月30日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適

用要件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間末) (平成19年９月30日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適

用要件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度末) (平成19年３月31日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適

用要件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区

分しております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

 
２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,735百万円であり、そ

の主なものは、当社の情報システム投資並びに企画・管理及び財経本部等に係る費用であります。 

３  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引

当金の計上基準 ③役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。なお、この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「消去又は全社」の営業費用が40百万円増加し、営業

利益が同額減少しております。 

４  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項  (4) 重要な

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準(会計方針の変更)」に記載のとおり、在外連結子会社

の収益及び費用については、従来中間連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当中間

連結会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の

重要性が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実

状に即した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「事業の種類別セグメン

ト」に与える影響は軽微であります。 

  

半導体 
事業 

(百万円)

電子部品 
事業 

(百万円)

電子機器
事業 

(百万円)

生産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

89,704 49,516 15,235 3,873 158,329 ― 158,329

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 89,704 49,516 15,235 3,873 158,329 ― 158,329

営業費用 85,754 47,178 14,731 3,589 151,253 1,735 152,989

営業利益 3,949 2,338 504 283 7,075 (1,735) 5,340

半導体事業 ……メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 ……表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 ……システム機器・設備機器

生産事業 ……ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区

分しております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

 
２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,398百万円であり、そ

の主なものは、当社の情報システム投資並びに企画・管理及び財経本部等に係る費用であります。 

  

  

半導体 
事業 

(百万円)

電子部品 
事業 

(百万円)

電子機器
事業 

(百万円)

生産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

75,142 54,023 11,301 4,160 144,628 ― 144,628

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 75,142 54,023 11,301 4,160 144,628 ― 144,628

営業費用 71,467 51,805 10,935 3,849 138,058 1,398 139,456

営業利益 3,674 2,218 366 311 6,570 (1,398) 5,172

半導体事業 ……メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 ……表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 ……システム機器・設備機器

生産事業 ……ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区

分しております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

 
２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、3,321百万円であり、そ

の主なものは、当社の情報システム投資並びに企画・管理及び財経本部等に係る費用であります。 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（役員賞与に関する会計基準）」に記載

のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「消去又は全

社」の営業費用が103百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 （4）重要な

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準（会計方針の変更）」に記載のとおり、在外連結子会

社の収益及び費用については、従来連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当連結会

計年度より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実状に即

した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「事業の種類別セグメント」に与

える影響は軽微であります。 

  

半導体 
事業 

(百万円)

電子部品 
事業 

(百万円)

電子機器
事業 

(百万円)

生産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

169,012 103,075 30,709 7,855 310,654 ― 310,654

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 169,012 103,075 30,709 7,855 310,654 ― 310,654

営業費用 160,924 99,477 29,654 7,211 297,267 3,321 300,589

営業利益 8,088 3,598 1,054 644 13,386 (3,321) 10,064

半導体事業 ……メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 ……表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 ……システム機器・設備機器

生産事業 ……ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

４  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引当

金の計上基準 ③役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。なお、この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「日本」の営業費用が40百万円増加し、営業利益が同額

減少しております。 

５  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項  (4) 重要な

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準(会計方針の変更)」に記載のとおり、在外連結子会社

の収益及び費用については、従来中間連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当中間

連結会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の

重要性が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実

状に即した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「所在地別セグメント情

報」に与える影響は軽微であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

  

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
    売上高

112,654 45,675 158,329 ― 158,329

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,575 177 5,753 (5,753) ―

計 118,229 45,852 164,082 (5,753) 158,329

営業費用 114,156 44,913 159,069 (6,080) 152,989

営業利益 4,073 939 5,012 327 5,340

アジア ……香港・シンガポール・台湾・マレーシア等

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

98,030 46,598 144,628 ― 144,628

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

8,308 233 8,541 (8,541) ―

計 106,338 46,832 153,170 (8,541) 144,628

営業費用 102,796 45,576 148,372 (8,916) 139,456

営業利益 3,541 1,256 4,797 374 5,172

アジア ……香港・シンガポール・台湾・マレーシア等



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（役員賞与に関する会計基準）」に記載

のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「消去又は全

社」の営業費用が103百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 （4）重要な

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準（会計方針の変更）」に記載のとおり、在外連結子会

社の収益及び費用については、従来連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当連結会

計年度より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実状に即

した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「所在地別セグメント」に与える

影響は軽微であります。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

219,428 91,225 310,654 ― 310,654

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

12,609 400 13,010 (13,010) ―

計 232,037 91,626 323,664 (13,010) 310,654

営業費用 224,985 89,376 314,361 (13,772) 300,589

営業利益 7,052 2,250 9,302 762 10,064

アジア ……香港・シンガポール・台湾・マレーシア等



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部

売上高を除く)であります。 

４  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項  (4) 重要な

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準(会計方針の変更)」に記載のとおり、在外連結子会社

の収益及び費用については、従来中間連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当中間

連結会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の

重要性が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実

状に即した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「海外売上高」に与える影

響は軽微であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部

売上高を除く)であります。 

  

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 54,638 54,638

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 158,329

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

34.5 34.5

アジア ……香港・韓国・中国・台湾等

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 59,366 59,366

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 144,628

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

41.0 41.0

アジア ……香港・韓国・中国・台湾等



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部

売上高を除く)であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 （4）重要な

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準（会計方針の変更）」に記載のとおり、在外連結子会

社の収益及び費用については、従来連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当連結会

計年度より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実状に即

した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「海外売上高」に与える影響は軽

微であります。 

  

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 109,838 109,838

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 310,654

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

35.4 35.4

アジア ……香港・韓国・中国・台湾等



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

３ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 3,264.28円 3,337.68円 3,296.41円

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

95.78円 89.43円 174.54円

項目
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

119,186 120,186 120,367

純資産の部の合計額から控
除する金額(百万円)

127 136 139

(うち少数株主持分 
 (百万円))

(127) (136) (139)

普通株式に係る純資産の部
の合計額(百万円)

119,058 120,049 120,228

普通株式の発行済株式数 
(千株)

36,500 36,500 36,500

普通株式の自己株式数 
(千株)

26 531 27

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末（期
末）の普通株式の数 
(千株)

36,473 35,968 36,472

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

 中間(当期) 
 純利益(百万円)

3,493 3,252 6,366

 普通株主に帰属 
 しない金額(百万円)

― ― ―

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益(百万円)

3,493 3,252 6,366

 普通株式の期中平均 
 株式数(千株)

36,473 36,374 36,473

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

重要な事象の発生はありません。 同左 同左



  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 16,474 23,710 21,816

 ２ 受取手形 ※５ 4,730 4,120 4,615

 ３ 売掛金 ※５ 86,299 75,565 81,037

 ４ 有価証券 15,993 15,992 15,990

 ５ 棚卸資産 13,142 11,719 12,349

 ６ 未収入金 997 886 924

 ７ 繰延税金資産 590 534 568

 ８ その他 177 151 287

 ９ 貸倒引当金    △9 △64 △79

   流動資産合計 138,397 84.8 132,617 84.5 137,509 84.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 5,443 5,274 5,382

  (2) 土地 8,149 8,147 8,149

  (3) その他 ※１ 1,006 848 839

    計 14,599 14,270 14,371

 ２ 無形固定資産 324 176 232

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価 
    証券

※２ 6,748 5,217 5,760

  (2) 関係会社 
    株式

1,286 1,248 1,248

  (3) 繰延税金 
    資産

874 1,733 1,471

  (4) その他 1,312 2,958 3,002

  (5) 貸倒引当金 △157 △1,157 △1,179

  (6) 投資損失 
    引当金

△103 △76 △78

    計 9,961 9,922 10,224

   固定資産合計 24,885 15.2 24,369 15.5 24,829 15.3

   資産合計 163,282 100.0 156,987 100.0 162,339 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金
※2、

5
40,763 37,910 40,828

 ２ 短期借入金 4,607 2,235 3,452

 ３ 未払法人税等 2,470 1,960 2,372

 ４ 役員賞与 
引当金

40 50 ―

 ５ その他 2,026 1,824 2,203

   流動負債合計 49,908 30.5 43,981 28.0 48,856 30.1

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付 
   引当金

1,938 2,060 1,994

 ２ その他 455 410 455

   固定負債合計 2,394 1.5 2,470 1.6 2,449 1.5

   負債合計 52,303 32.0 46,452 29.6 51,306 31.6



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 17,690 10.8 17,690 11.2 17,690 10.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 19,114 19,114 19,114

  (2) その他資本 
    剰余金

8 8 8

   資本剰余金 
   合計

19,122 11.7 19,122 12.2 19,122 11.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 1,371 1,371 1,371

  (2) その他利益 
    剰余金

    別途積立金 64,300 64,300 64,300

    繰越利益 
    剰余金

6,512 8,277 6,893

   利益剰余金 
   合計

72,184 44.2 73,948 47.1 72,565 44.7

 ４ 自己株式 △55 △0.0 △1,524 △0.9 △57 △0.0

   株主資本合計 108,942 66.7 109,237 69.6 109,321 67.3

Ⅱ 評価・換算 
  差額等

 １ その他有価証
券評価差額金

2,035 1.3 1,299 0.8 1,711 1.1

 ２ 繰延ヘッジ 
   損益

1 0.0 △1 △0.0 △0 △0.0

   評価・換算 
   差額等合計

2,036 1.3 1,297 0.8 1,711 1.1

   純資産合計 110,978 68.0 110,535 70.4 111,032 68.4

   負債純資産 
   合計

163,282 100.0 156,987 100.0 162,339 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 118,229 100.0 106,338 100.0 232,037 100.0

Ⅱ 売上原価 107,559 91.0 96,741 91.0 210,786 90.8

   売上総利益 10,670 9.0 9,596 9.0 21,251 9.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

6,604 5.6 6,055 5.7 14,199 6.2

   営業利益 4,065 3.4 3,541 3.3 7,052 3.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 3 9 9

 ２ 有価証券利息 26 53 67

 ３ 受取配当金 788 633 887

 ４ 経営指導料 338 420 682

 ５ その他 220 1,377 1.2 347 1,463 1.4 433 2,080 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 137 95 257

 ２ その他 18 155 0.1 69 164 0.2 62 320 0.1

   経常利益 5,287 4.5 4,841 4.5 8,812 3.8

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券
売却益

567 ― 1,192

 ２ 貸倒引当金 
   戻入益

7 36 ―

 ３ 投資損失引 
   当金戻入益

― 1 ―

 ４ ゴルフ会員権
返還益

15 590 0.5 ― 37 0.1 15 1,207 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却
及び売却損

※２ 13 22 59

 ２ 投資有価証 
   券評価損

― 47 ―

 ３ 投資損失引 
   当金繰入額

20 ― 33

 ４ ゴルフ会員権
評価損

2 ― 2

 ５ 厚生年金基金
脱退一時金

― 35 0.1 ― 70 0.1 863 958 0.4

税引前中間
(当期)純利益

5,841 4.9 4,808 4.5 9,061 3.9

法人税、住民
税及び事業税

2,412 1,910 4,143

法人税等 
調整額

△55 2,357 2.0 56 1,966 1.8 △406 3,737 1.6

中間(当期) 
純利益

3,484 2.9 2,842 2.7 5,324 2.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

中間会計期間中の変動額

  利益処分による剰余金の配当

 利益処分による取締役賞与

 利益処分による別途積立金の積立

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,371 60,300 8,572 70,244 △52 107,005

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458 △1,458 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85 △85 △85

 利益処分による別途積立金の積立 4,000 △4,000 ― ―

 中間純利益 3,484 3,484 3,484

 自己株式の取得 △3 △3

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 4,000 △2,060 1,939 △3 1,936

平成18年９月30日残高(百万円) 1,371 64,300 6,512 72,184 △55 108,942



  

 
  

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,409 ― 2,409 109,414

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85

 利益処分による別途積立金の積立 ―

 中間純利益 3,484

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

△373 1 △372 △372

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△373 1 △372 1,564

平成18年９月30日残高(百万円) 2,035 1 2,036 110,978



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

中間会計期間中の変動額

  剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成19年９月30日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,371 64,300 6,893 72,565 △57 109,321

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,458 △1,458 △1,458

 中間純利益 2,842 2,842 2,842

 自己株式の取得 △1,467 △1,467

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

―   ― 1,383 1,383 △1,467 △84

平成19年９月30日残高(百万円) 1,371 64,300 8,277 73,948 △1,524 109,237

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,711 △0 1,711 111,032

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,458

 中間純利益 2,842

 自己株式の取得 △1,467

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

△411 △1 △413 △413

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△411 △1 △413 △497

平成19年９月30日残高(百万円) 1,299 △1 1,297 110,535



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当

 剰余金の配当

 利益処分による取締役賞与

 利益処分による別途積立金の積立

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,371 60,300 8,572 70,244 △52 107,005

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458 △1,458 △1,458

 剰余金の配当 △1,458 △1,458 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85 △85 △85

 利益処分による別途積立金の積立 4,000 △4,000 ― ―

 当期純利益 5,324 5,324 5,324

 自己株式の取得 △5 △5

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の事業年間中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 4,000 △1,678 2,321 △5 2,315

平成19年３月31日残高(百万円) 1,371 64,300 6,893 72,565 △57 109,321



  

 
  

  

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,409 ― 2,409 109,414

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458

 剰余金の配当 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85

 利益処分による別途積立金の積立 ―

 当期純利益 5,324

 自己株式の取得 △5

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額)

△697 △0 △697 △697

事業年度中の変動額合計(百万円) △697 △0 △697 1,618

平成19年３月31日残高(百万円) 1,711 △0 1,711 111,032



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) 棚卸資産
移動平均法による
低価法

(1) 棚卸資産
同左

(1) 棚卸資産
同左

(2) 有価証券
① 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)
② 子会社株式及び関連

会社株式
移動平均法による
原価法

③ その他有価証券
イ 時価のあるもの

中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

ロ 時価のないもの
移動平均法による
原価法

(2) 有価証券
① 満期保有目的の債券

同左
② 子会社株式及び関連

会社株式
   同左

③ その他有価証券
イ 時価のあるもの

同左
  
 

  
  
  
 

ロ 時価のないもの
 同左

(2) 有価証券
① 満期保有目的の債券

同左
② 子会社株式及び関連

会社株式
    同左

③ その他有価証券
イ 時価のあるもの

期末日の市場価格
等に基づく時価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定) 
 

ロ 時価のないもの
同左

(3) デリバティブ(為替予
約)
時価法

(3) デリバティブ(為替予
約)

同左

(3) デリバティブ(為替予
約)

同左

２ 固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
定率法によっておりま
す。
ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)
については、定額法に
よっております。
主な耐用年数は、建物
は３年から50年、その
他は２年から15年であ
ります。

(1) 有形固定資産
同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(会計方針の変更)
法人税法の改正((所得
税等の一部を改正する
法律 平成19年３月30
日 法律第６号)及び
(法人税法施行令の一部
を改正する政令 平成
19年３月30日 政令第
83号))に伴い、当中間
会計期間から、平成19
年４月１日以降に取得
したものについては、
改正後の法人税法に基
づく方法に変更してお
ります。この変更に伴
う損益に与える影響は
軽微であります。
(追加情報）
法人税法の改正に伴
い、平成19年３月31日
以前に取得したものに
ついては、償却可能限
度額まで償却が終了し
た翌事業年度から５年
間で均等償却する方法
によっております。こ
の変更に伴う損益に与
える影響は軽微であり
ます。

(1) 有形固定資産
同左



  



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 無形固定資産
定額法によっておりま
す。
なお、のれんは５年で
償却しております。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を勘案し、回収不能
見込額を計上しており 
ます。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 投資損失引当金
関係会社に対する投資
による損失に備えるた
め、関係会社の財政状
態を勘案し、その必要
額を計上しておりま
す。

(2) 投資損失引当金
同左

(2) 投資損失引当金
同左

(3) 役員賞与引当金

取締役賞与の支出に備

えて、当事業年度にお

ける支給見込額の当中

間会計期間負担額を計

上しております。 

(会計方針の変更) 

当中間会計期間より

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11

月29日）を適用してお

ります。これにより営

業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、

それぞれ40百万円減少

しております。

(3) 役員賞与引当金

取締役賞与の支出に備

えて、当事業年度にお

ける支給見込額の当中

間会計期間負担額を計

上しております。

(3)    ───



 
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

(4) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給

付に備えるため、当事

業年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の年数(10年)による定

額法により、按分した

額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理

しております。また、

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、按分し

た額をそれぞれ発生し

た事業年度から費用処

理しております。 

 

(4) 退職給付引当金 

  同左

(4) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給

付に備えるため、当事

業年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しております。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の年数(10年)による定

額法により、按分した

額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理

しております。また、

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、按分し

た額をそれぞれ発生し

た事業年度から費用処

理しております。

(5) 役員退職慰労引当金 

従来、役員に対する退

職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく

中間期末要支給額を計

上してきましたが、平

成18年６月に役員退職

慰労金制度を廃止し、

廃止時の要支給額を取

締役の退任時に支給す

ることといたしまし

た。これにより当中間

会計期間におきまして

は、「役員退職慰労引

当金」409百万円を取

崩し、固定負債の「そ

の他」に計上しており

ます。

(5)      ─── (5) 役員退職慰労引当金 

従来、役員に対する退

職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく

期末要支給額を計上し

てきましたが、平成18

年６月に役員退職慰労

金制度を廃止し、廃止

時の要支給額を取締役

の退任時に支給するこ

とといたしました。こ

れにより当事業年度に

おきましては「役員退

職慰労引当金」409百

万円を取崩し、固定負

債の「その他」に計上

しております。    



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

なお、為替予約等の振当

処理の対象となっている

外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等

の円貨額に換算しており

ます。

同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は損益として処理し

ております。 

なお、為替予約等の振当

処理の対象となっている

外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等

の円貨額に換算しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

振当処理を行っており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

イ ヘッジ手段

為替予約取引

ロ ヘッジ対象

外貨建債権・債務

及び外貨建予定取

引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

外貨建取引に係る将来

の為替変動リスクをヘ

ッジするため、「社内

為替管理制度」に基づ

き、原則として、顧客

からの受注時又は仕入

先への発注時に、その

取引毎に決済日を基準

として個別に為替予約

取引を行うものとして

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左



 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

ヘッジ方針により、外

貨建ての受注金額、発

注金額又は金銭債権債

務に同一通貨建てによ

る同一金額で同一期日

の為替予約を振り当て

る方法によっており、

為替予約締結後の外国

為替相場の変動による

対応関係が確保される

ようにしております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっておりま

す。

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部に関する

会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。これまでの「資本

の部」の合計に相当する金額は

110,977百万円であります。なお、

当中間会計期間における中間貸借対

照表の「純資産の部」については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。 

 

───

─── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

───

(貸借対照表の純資産の部に関する

会計基準) 

当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。従来の「資本の部」の

合計に相当する金額は111,032百万

円であります。なお、当事業年度に

おける貸借対照表の「純資産の部」

については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 

 

 

(役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号

平成17年11月29日）を適用しており

ます。その結果、従来の方法によっ

た場合に比べ、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益はそれぞれ

103百万円減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

 7,354百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

 7,478百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

 7,329百万円

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産

投資有価証券    300百万円

アルプス電気株式会社等の

仕入債務(11,243百万円)に

対する担保

投資有価証券    229百万円

アルプス電気株式会社等の

仕入債務(9,424百万円)に対

する担保

投資有価証券   260百万円

アルプス電気株式会社等の

仕入債務(9,246百万円)に対

する担保

 

３ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借

入等に対する経営指導念書及

び保証書を差入れておりま

す。
ZHONG LING 
INTERNATIONAL 
TRADING  
(SHANGHAI) 
CO.,LTD.

617百万円
(5,240,000

米ドル)

HONG KONG 
RYOSAN 
LIMITED

546
(4,541,754

米ドル他)

RYOSAN 
IPC 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.

359
(3,000,000

米ドル他)

その他関係 
会社 ４社

507
(4,297,000

米ドル他)

計 2,031
 

３ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借

入等に対する経営指導念書及

び保証書を差入れておりま

す。

RYOTAI 
CORPORATION

757百万円
(6,547,000

米ドル)

ZHONG LING
INTERNATIONAL
TRADING 
(SHANGHAI) 
CO.,LTD.

484
(4,200,000

米ドル)

RYOSAN 
IPC 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.

181
(1,500,000

米ドル他)

その他関係
会社 ４社

151
(1,302,163

米ドル他)

計 1,575
 

３ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借

入等に対する経営指導念書及

び保証書を差入れておりま

す。
ZHONG LING
INTERNATIONAL
TRADING 
(SHANGHAI) 
CO.,LTD.

611百万円
(5,200,000

米ドル)

RYOTAI 
CORPORATION

587
(5,000,000

米ドル)

RYOSAN 
IPC 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.

193
(1,500,000

米ドル他)

その他関係
会社 ４社

144
(1,216,967

米ドル他)

計 1,537

４ 輸出手形割引高     0百万円 ４       ─── ４    ─── 

 

※５ 中間期末日満期手形等の会計

処理 

当中間会計期間末日の満期手

形等の会計処理については、

手形交換日及び振込実施日を

もって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満期

手形等が当中間会計期間末残

高に含まれております。

受取手形 367百万円

売掛金 2,674

買掛金 1,797 
 

※５ 中間期末日満期手形等の会計

処理 

当中間会計期間末日の満期手

形等の会計処理については、

手形交換日及び振込実施日を

もって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満期

手形等が当中間会計期間末残

高に含まれております。

受取手形 260百万円

売掛金 2,219

買掛金 2,004
 

※５ 事業年度末日満期手形等の会

計処理 

当事業年度末日の満期手形等

の会計処理については、手形

交換日及び振込実施日をもっ

て決済処理しております。な

お、当事業年度の末日は金融

機関の休日であったため、次

の事業年度末日満期手形等が

当事業年度末残高に含まれて

おります。 

受取手形 882百万円

売掛金 3,052

買掛金 2,168 



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

    

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加504千株は、取締役会決議による買取りに伴う増加503千株及び単元未満株

式の買取りによる増加１千株であります。 

   普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

   

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
  
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 減価償却実施額
有形固定資産 299百万円
無形固定資産 91百万円

 

１ 減価償却実施額
有形固定資産 290百万円
無形固定資産 56百万円

 

１ 減価償却実施額
有形固定資産 657百万円
無形固定資産 183百万円

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳

 

建物除却損 0百万円
その他除却損 13

計 13
 

建物売却損 1百万円
その他除却損 20

計 22

 

建物除却損 18百万円
その他除却損 39
その他売却損 1

計 59

前事業年度末 
 株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株）

普通株式 (注) 25  1 0 26 

前事業年度末 
 株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株）

普通株式 (注) 27 504 0 531

前事業年度末 
 株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末 
株式数（千株）

普通株式 (注) 25 1 0    27



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)

(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)

(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 1,946 1,949

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,042 1,043

中間期末 

残高相当 

額

2 903 905

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)

(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 1,920 1,924

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,246 1,248

中間期末 

残高相当 

額

1 674 675
 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)

(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)

(百万円)

 
合計 

 
(百万円)

取得価額 

相当額
3 2,030 2,034

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,197 1,199

期末残高 

相当額
1 832 834

 

② 未経過リース料

    中間期末残高相当額
１年内 310百万円
１年超 634
 合計 944

 

② 未経過リース料

    中間期末残高相当額
１年内 274百万円
１年超 428
 合計 703

 

② 未経過リース料

    期末残高相当額
１年内 316百万円
１年超 552
合計 869

 

③  支払リース料、減価償却費

    相当額及び支払利息相当額
支払リース料 211百万円
減価償却費 
相当額

192

支払利息相当額 12
 

③  支払リース料、減価償却費

    相当額及び支払利息相当額
支払リース料 175百万円
減価償却費
相当額

158

支払利息相当額 9
 

③ 支払リース料、減価償却費

    相当額及び支払利息相当額
支払リース料 398百万円
減価償却費
相当額

361

支払利息相当額 24

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法

については、利息法に

よっております。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 2百万円
１年超 4
合計 6

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 4百万円
１年超 8
合計 13

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 5百万円
１年超 10
合計 16



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  



前へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

３ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 3,042.75円 3,073.15円 3,044.28円

１株当たり中間 

(当期)純利益金額
95.53円 78.13円 145.98円

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

110,978 110,535 111,032

普通株式に係る純資産の部
の合計額(百万円)

110,978 110,535 111,032

普通株式の発行済株式数 
(千株)

36,500 36,500 36,500

普通株式の自己株式数 
(千株)

26 531 27

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末（期
末）の普通株式の数(千株)

36,473 35,968 36,472

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

 中間(当期) 
 純利益(百万円)

3,484 2,842 5,324

 普通株主に帰属 
 しない金額(百万円)

― ─ ─

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益金額 
 (百万円)

3,484 2,842 5,324

 普通株式の期中平均 
 株式数(千株)

36,473 36,374 36,473

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

重要な事象の発生はありません。 同左 同左



(2) 【その他】 

第52期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)中間配当については、平成19年11月８日開催の

取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。 

 
  

① 中間配当金の総額 1,438百万円

② １株当たりの中間配当金 40円

③ 中間配当金支払開始日 平成19年12月４日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時

報告書であります。 

  

 
  

 
  

 
  

  

  

(1) 
 

臨時報告書 
 

平成19年５月31日 
関東財務局長に提出。

(2) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第51期)

自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

平成19年６月25日 
関東財務局長に提出。

(3) 
 

有価証券報告書 
の訂正報告書

  上記有価証券報告書に係る
  訂正報告書

平成19年10月５日 
関東財務局長に提出。

(4) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自己株券買付状況報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成19年７月13日 

平成19年８月３日 

平成19年９月５日 

平成19年10月５日 

平成19年11月６日 

平成19年12月６日 

関東財務局長に提出。 

 



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成18年12月６日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リョーサンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成19年12月12日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社リョーサンの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成18年12月６日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リョーサンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第52期事業年度の中

間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社リョーサンの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成19年12月12日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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